様式第１号

　　年　　月　　日

（宛先）

名古屋市長

耐震相談員派遣申請書
耐震相談員の派遣について、名古屋市耐震相談員派遣実施要綱第４条の規定により申請します。

	フリガナ
	

	申請者氏名
	（生年月日：　　　　　年　　月　　日）

	申請者住所
	 〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　－　　　　　－　　　　　

メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　

	

	相談したい建築物の所在地等
	所在地
	（建物の名称がある場合は記入してください）
名古屋市



	
	用　途
	住宅 ・ 共同住宅 ・ 併用住宅 ・ 店舗 ・ 事務所 ・ その他（　　）

	
	規模・構造
	　　階建て（木造・鉄筋コンクリート造・鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄骨造・その他（　　　））

	
	建築物との関係
	　所有者　・　賃借人
	延べ面積
	　　　　　　.　　　㎡

	
	建築年
	　　　　年　　　月
	耐震診断年
	　　　　　　　　　年

	
	図　面　
	　　あり　・　なし
	家具転倒防止ボランティアの資料を希望→□

	相談したい内容
	□耐震改修工事の手順・方法　□低コストで耐震化する方法　□業者の選び方
□無料耐震診断の診断結果報告書について、再説明を希望（S56以前着工・木造住宅に限る）
□耐震対策について何から検討したら良いかわからない

	
	自由記入（記載できない場合は別紙に記入してください）

	その他
	（耐震相談員派遣の希望時間帯や曜日があればご記入下さい。）


	事前アンケート
（当てはまるものに(）
	①耐震改修を実施したいですか？
　□耐震改修を実施したい（ □すぐにでも　□1～2年以内　□時期未定 ）
　□耐震改修は予定していない（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②耐震改修の予算はどのくらいですか？　　　　　　万円


※法人その他の団体にあっては、申請者の氏名欄にその名称及び代表者の氏名を、生年月日欄には代表者の生年月日を、住所欄にはその所在地を記入してください。

※名古屋市暴力団排除条例(平成24年名古屋市条例第19号)第２条に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者に該当する者であるときは、耐震相談員の派遣を行いません。また、派遣決定後にその旨が判明したときは、派遣決定を取り消します。上記事由を確認する必要がある場合には、申請書に記載されている情報を愛知県警察本部に照会することがあります。




○正式の耐震診断や設計・見積りを行うものではなく、建築物の耐震相談についての助言を１時間～２時間程度行う


ものです。


○相談したい建物の資料（診断報告書等）の写しを派遣申請書に添付していただくと、より具体的なアドバイスがで


きます。


○本申請書に記載された情報と提出していただいた資料を名古屋市耐震相談員に提供し、資料は相談時に返却します。





＊＊ご確認下さい＊＊








